
なお、 適用除外事業者とは、 前3事業年度の

所得金額の年平均額が15億円を超える法人等

をいいます。

１ ． 従来の『 賃上げ税制』

賃上げ税制の主な適

用要件として、 右の2つ

があります。

これらの要件をすべて満たした場合に、 税

額控除が適用できます。 また、 教育訓練費の

増加に応じた上乗せもあります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

賃上げ促進を図るため設けられている税制

上の優遇措置が、 令和3年度税制改正により

改正されます。 この改正の概要を、 令和3年2

月15日現在公表されている情報※をもとに確

認しましょう。

青色申告書を提出している事業者が賃上げ

等を行った場合に、 その賃上げの一部を税額

控除できる優遇措置があります。 ただし、 そ

の事業者が中小企業者等か否かで、 適用でき

る制度は異なります。

中小企業者等とは、 中小企業者及び農業協

同組合等を指します。 この場合の“ 中小企業

者” とは、 次に掲げる事業者（ 適用除外事業

者を除く ） をいいます。

ただし上記①のうち次のいずれかに該当す

る法人は、 “ 中小企業者” に該当しません。

変わる賃上げ税制
～投資不要、新規雇用のみで判断

中小企業向けは要件が簡素に ～
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中小企業者等とは

生まれ変わる 『賃上げ税制』

賃上げ特典となる税制優遇措置

適⽤できる優遇制度 

中小企業者等
以外 

 賃上げ税制（ 人材確保等促進税
制）  

中小企業者等  賃上げ税制（ 人材確保等促進税
制） ★

 所得拡大促進税制★

★重複適⽤不可

① 資本⾦若しくは出資⾦の額が1億円以下の法人

② 資本若しくは出資を有しない法⼈のうち、常時使⽤
する従業員数が1,000⼈以下の法人

③ 常時使⽤する従業員数が1,000⼈以下の個⼈

ロ） 発⾏済株式⼜は出資の総数⼜は総額の3分の2
以上を複数の大規模法⼈に所有されている法人

イ） 発⾏済株式⼜は出資（ ⾃⼰の株式⼜は出資を除
く。以下同じ） の総数⼜は総額の2分の1以上を
同一の大規模法⼈に所有されている法人

 賃上げ要件

 国内設備投資要件

税理士法人石井会計

令和4年度税制改正の概要

【法人課税】中小企業の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の延⾧

１．改正の概要・内容

2．適用時期
 令和4年4月1日から2年間延⾧

【法人課税】グループ通算制度の見直し

１．改正の概要・内容

  ①投資簿価修正制度の見直し

     ②離脱時の時価評価制度の見直し

  ③通算税効果額の範囲の見直し

２．適用時期

2.5～3.3％

 通算子法人の離脱時に子法人株式の簿価純資産価額に資産調整勘定等対応金額（その子法人
株式取得時ののれん相当額）を加算することができる措置が講じられます。
 この加算により連結納税制度に比べグループ通算制度の方が譲渡による利益が過大又は損失
が過少となる問題点が是正されることになります。

 グループ通算制度において、離脱法人の離脱時に資産の時価評価を行う際、帳簿価額が
1,000万円に満たない資産は評価の対象外となっていました、改正により営業権については除
外されず、時価評価の対象となります。

 利子税の額に相当する金額は損金算入されるものであることから、各通算法人間で授受され
る金額は通算税効果額から除外されます。

  連結納税制度との間で課税関係の違いがある点を是正するため、次の改正が行われます。

 令和3年12月10日に、与党より「令和4年度税制改正大綱」が公表されました。今回も引き続き、
改正の内容をピックアップしてお伝えしていきます。

 認定を受けた経営力向上計画に基づいて合併や会社分割等の再編・統合を行った際に発生する登録
免許税・不動産取得税の軽減措置が2年間延⾧されます。

 大綱上は明記されていませんが、令和4年4月1日以後開始事業年度から適用されると想定されて
います。

軽減税率通常税率税目
登録免許税 0.4％～2.0％ 02.～1.6％
不動産取得税 3.0～4.0％


